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＜論文要旨＞

本研究の目的は，企業の社会的責任（経営理念）達成度という社会的業績評価のための測定指標・尺度

の現状分析と模索にある．環境保全は社会的責任の具体的内容の1つであり，環境管理会計には20年以

上に亘る議論や実践の蓄積がある． この環境管理会計の現状，到達点及び成果を管理会計による社会的責

任追求の可能性という， より普遍的なテーマにどのように援用しうるのかに係わり検討した．検討した結

果，企業活動における環境保全（貢献）度の業績評価指標は，社会的な目標指標へと向かっている傾向に

あることが示された．
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1． はじめに

環境保全を含む社会的責任や経営理念といった目的を企業が実践的に追求するにあたって

は，井尻もいうように「長期利益を最大化するとか，個人の幸福，国民の福祉などといった上

位目標は，それらがオペレーシヨナルに測定できなければ意味がない」 （井尻， 1976:255)．そ

のため，経営理念・社会的責任をオペレーショナルに測定するには環境保全に関するそうした

議論や実践を参考に，それらを測定可能な具体的指標に置き換える必要がある．

環境保全度それ自体は直接的には測定しえない．そのいわば「代理指標（または変数)」と

してたとえばCO2排出量その他の汚染物質・有害物質量等， 「測定可能」な指標が開発され，

それら諸指標の認識・測定のための「尺度」を設定して企業の環境保全度(達成状況）が認識・

測定・計算・報告されてきた経緯がある．

このような指標がなぜ管理会計指標と規定できるのかについて,アメリカ会計学会(American

AccountingAssociation:AAA)のAS加花me"qfB"jcAcco""""g77ieory (1966:ASOBAT)を参照

し検討する．管理会計に関してASOBATは,AAA1958年度管理会計委員会報告書における管

理会計の定義を挙げ，経営管理者の主要職能は一般的には計画及び統制の2つであるとし，

｢経営管理者の情報に対する要求に応えるために，第2章で勧告した会計情報の基準が適用き

れる」 (AAA,1966:37,飯野訳, 1969:55)とする．会計情報の基準とは「会計情報は当該経済

単位の内部および外部で色々の資格で活動する人々にとって有用なものでなければならない」

(AAA,1966:8,飯野訳, 1969: 12) とするもので, 1. 目的適合性2.検証可能性 3，不偏

性4．量的表現可能性の4基準がある(AAA,1966:8,飯野訳, 1969: 12-13).基準の中でも

目的適合性は内部報告の中心にあるとされている(AAA,1966:52,飯野訳, 1969:76).

筆者は，情報の有用性をもたらすとされている目的適合性は， とくに管理会計システムにお

いては内部的アカウンタビリティ関係（報告を行う義務と報告を受ける権利）を前提とする議

論であることを認識すべきと考える1.組織体内のあらゆる階層に存在する経営管理者は，計

画と統制という職能を果たすために辻が「管理会計の機能・本質」と規定した「個人責任にか

かわる『人の計算・測定』」 （辻, 1977: 10,21,74)を行うのであって，下位層の組織成員に上

位管理者へ報告を行う義務があるという前提がなければ管理会計システムとしての目的適合性

という議論は成り立たない2．経営目的に環境保全があり，計画と統制のための業績評価指標

に環境保全度が用いられていれば，下位層の組織成員は達成した活動及び結果についての環境

保全度を管理者に報告しなければならないのであって，その前提があってこそ経営管理者はそ

の職能を果たすことができる． 「目的および目標と関係して行なわれ，あるいは達成された活

動および結果の報告」 (AAA, 1966:50,飯野訳, 1969:74) という統制に関するASOBATの議

論は， これらのアカウンタビリテイ関係を前提として進められていると筆者は考える．

また報告のために測定する量的表現可能性についてASOBATは， 「数量化とは取引または

活動に定められた四則法則またはその手続きに従う数値をむすびつけることである」 (AAA,

1966: 11-12,飯野訳, 1969: 18) とし，貨幣額による表現が会計や数量化のすべてとはしてい

ない．経営目的に環境保全がある場合には，組織成員はアカウンタビリテイを果たすために環

境保全のための取引や活動を排出物等の物量情報で表現する環境保全度指標を用いなければな

らない． これらのことから環境保全度という業績評価指標，及びその測定尺度としての物量情

報は, ASOBAT(AAA, 1966: 12,飯野訳, 1969: 18)の量的表現可能性の基準で挙げられてい
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る測定尺度の例（フィート， トンまたは華氏の度数）やそれ以前のAAA1961年度管理会計委

員会報告書(AAA,1962:528,櫻井訳, 1975: 184-185)で挙げられている測定尺度の例（個数，

ポンド，平方フィートまたはガロン）に適合し，会計情報として認められうると筆者は考える．

ここまで，企業の社会的責任（環境保全）達成度という社会的業績を測定・評価するには，

企業が環境保全という経営目的を追求するにあたって測定可能な具体的指標に置き換える必要

があること， またその組織成員が内部的アカウンタビリテイを果たすために環境保全度指標を

用いなければならないこと，及びその指標は会計情報として認められうることを確認した．他

方，環境保全に関して企業に求められる外部的アカウンタビリテイの内容も， 「私的経営成果」

ではなく 「社会的観点からの経営成果」ともいうべき環境保全達成度となる． この社会的な成

果をどう測定し評価するかの前提となる理論的枠組みとして， とくに社会経済的視点を重視

し，かつそうした視点からのアカウンタビリテイ概念にも通ずる分権化を重視したドイツ経営

経済学・会計学の泰斗であるSchmalenbach,Eugen(1873-1955)の「共同経済的思考」が参考に

なると筆者は考える．

中川や足立がいうように， また中谷が「企業の社会性」について述べていることにも窺える

ように，企業は社会的に有用な生産をするという社会的役割（社会的利益）を担い，その意味

で社会的性格を有する一方，個別企業の第一義的ないし主要目的はみずからの個別的利益追

求にあり，その意味での企業活動は私的な営利活動という私的性格をもつ（中川, 1981: 182;

足立, 2012:55;中谷, 1979: 127).企業利益は私的な営利活動の私的経営成果という私的性格

(私的利益）をもつ業績測定指標であり，他方，企業活動における「社会的観点からの経営成

果」ともいうべき環境保全（貢献）度は社会的性格（社会的利益）をもつ業績測定指標となる．

企業のもつこうした二重的性格は業績評価指標・尺度の性格にも反映されると考えられるが，

Scmalenbachの「共同経済的思考」は社会経済的視点からのアカウンタビリテイ概念やその前

提としての分権化概念について重要な示唆を与えるからである．

そのため本論文では，第1に企業による環境保全責任の前提的枠組みに関連して, Sc伽alen-

bachの共同経済的思考の核心である分権化という捉え方の妥当性，合理性を説明する．第2に

企業活動における環境保全（貢献）度という業績の測定・評価のための管理会計的指標・尺度

の性格規定（総量指標，原単位指標企業利益（原価）関連指標の3つ)，第3に業績とその測

定・評価指標・尺度の私的性格から社会的性格への進展の傾向（利益達成度絡み→原単位→総

量への，個別企業の利益絡みという私的性格のものから相対的に社会的な性格のものへ， さら

に絶対的に社会的な性格のものへの変化目標と測定尺度が利益という個々の会社に固有の私

的目的から例えば温暖化防止への貢献などより社会的な目的へと進展している歴史的な発展傾

向）について検討する．

2. Schmalenbachの共同経済的思考の核心である分権化

2.1 Schmalenbachの理論と環境保全

わが国環境省の環境会計ガイドラインは，経済面でのパフォーマンスを原価等の貨幣尺度

で，環境面でのパフォーマンスを資源消費量，汚染排出量等の物量尺度で把握するという，

ドイツ環境省／環境庁のハンドブック『環境原価計算』の基本的姿勢を採用している（宮崎，

105



管理会計学第26巻第1号

2002:88-89)． そこで，以下では，

①そのドイツの原価理論の発達に重要な役割を果たした1人であるSc伽alenbachの理論と，

環境保全とを比較検討し，

②さらに, Schmalenbachの理論をもとに，わが国の環境保全における社会的枠組みとしての

分権化について検討する．

Schmalenbachに関する最近の研究は少ない． またScmalenbachの理論が環境問題と関連付

けて論じられることも少なかった. Schmalenbachの再評価をすることで，環境についての企業

のあり方を根本的にみなおすことにつながることになるのではないかと筆者は考える．

①と②を検討するうえで，筆者が注目したいのは, Schmalenbachの共同経済的思考である．

Schmalenbachは, 19世紀の経済的成果が経済体制にではなく乱掘に負うているという事態

について，次のように述べている． 「いままでに自由経済の時代におけるほど多く鉱山の乱掘

の行われた時代はなかった．……われわれは貯蓄を見出し，それを巧妙に奪取したのであっ

た． だからわれわれはそれが自由経済の収益勘定に貸記されてもよい収益であるとは信じては

いけないのである」 (Schmalenbach, 1958:58-59,土岐・斉藤訳, 1960:55)3.

Sc伽alenbachは， 「吾々の理論的労作に方向を与えるものは共同経済的な経済性であって

私経済的な経済性ではない．或工場主が多く儲けるか少く儲けるかは吾々の関心する処で

はなく，不経済的な作業によって財が浪費されないと云う事のみが吾々の関心事である」

(Sc伽alenbach, 1934:2,土岐訳, 1951:3) と述べており，私経済的利益の増大がただちに共同

経済的経済性の向上を意味しないことは明らかである． また，私的利益を追求することが社

会的利益につながるという見解を支持するものでもないと考えられる． そして, Sc伽alenbach

は，共同経済的経済性を共同経済的生産性と同義語として使用している（小林， 1968:4-5)4．

小林は， この共同経済的生産性を研究するためには, Schmalenbachが私的利益を追求する企業

の活動を共同経済的生産性に調和させるために何を考え，建設しようとしていたかを問題とし

なければならないと指摘する（小林, 1968: 1414).

小林は，共同経済的生産性を「ある生産を可及的に少ない財消費によって達成きれること」

(小林, 1968:5)とし， 「価値に関連しなく，物量的にのみ考慮される技術性あるいは節約性が

問題になる領域では，個別経済的な節約性と共同経済的な節約性とは矛盾しないか，あるいは

少くとも傾向としては一致することがあるのではないかと考えうる」 （小林, 1968:7) とする．

この意味を筆者は次のように考える．中西によれば「経営の目的は，最大の利益を確保するこ

とであり，それは原価および投資を一定とすれば，給付（または収益）を最大ならしめるこ

とであり，給付を一定とすれば，原価または投資を最少ならしめることである」 （中西, 1953:

10).後者の「給付を一定とすれば，原価または投資を最少ならしめること」について考えれ

ば，個別企業は利益を目的とするとしても，貨幣価値をまぎれこませない生産性領域において

は，物量的節約性をもってそれを成し遂げ得る． また，社会から見れば，原材料使用量の減少

や生産性の向上，廃棄物の再利用などにより，使用する資源量も少なくなることで共同経済的

な物量的節約性が成し遂げられ得る． この点においては，個別企業の節約性と共同経済的な節

約性は矛盾せずに一致すると考えられる．

ただし，個別企業の節約性と共同経済的な節約性には矛盾もある．たとえば，原単位計算に

よる節約である．原単位は製品l単位の製造に必要な物量であるから，製品l単位あたりの物

量が節約されたとしても，製品数が増加すれば企業で使用される物量は増加する．共同経済的

な節約性は企業で使用される物量の総量を指すのであるから， この場合，個別企業の原単位レ
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ベルでの節約性と総量レベルでの節約性ひいては共同経済的な節約性とは矛盾するという論理

が成り立ちうる．

2.2 Schmalenbachの理論による環境保全の分権化

筆者がSc伽alenbachの共同経済的思考で注目したいもう1つの点は，尾畑が指摘するように

共同経済的経済性の意味が分権的管理にあるという点である．分権管理についてSchmalenbach

は， 「中央集権的な管理には反対である」ことと， 「下級指揮者の独立性を認め，上級指揮者の

過度の容啄には反対する」ことを挙げている(Schmalenbach,1934:3,土岐訳, 1951:5). この

内容は，西澤による分権管理の定義「最高管理者が，現場活動の指揮権や監督権について最小

限の権限しか有しない組織構造．現場階層の責任中心点に自由に意思決定することは認める．

集権管理に対比きれる」 （西澤， 2000:67） と基本的に一致する. Schmalenbachの共同経済的思

考の核心が「ドイツの国民経済全体を1つの経営であるかのどとくに考え，個別企業をその

部分経営として位置づけ，そこに分権的経営管理の手法を適用するという点にある」 （尾畑，

1999: 113)ことに照らせば，個別企業には責任中心点として自由に意思決定することが認めら

れることになると考えられる．

尾畑はまた，次のようにも述べている． 「ドイツの国民経済全体を1つの経営とみるという

見方は， シュマーレンバッハの共同経済的経済性のキーポイントである」 （尾畑, 1999: 101).

｢シュマーレンバッハの共同経済的経済性の内容は，単に個人の利益より全体の利益を優先す

るというようなものではなかった． ……． まさに国民経済の分権的管理こそが， シュマーレン

バッハの共同経済的経済性思考の核心であった」 （尾畑, 1999: 113).

こうしたSc伽alenbachの理論を環境保全に当てはめれば,社会，国家，企業という3層のレ

ベルでの分権的管理が求められ，企業には1つの経営体としての国民経済＝共同経済を構成す

る一員すなわち内部的構成員としての責任とアカウンタビリティが求められることになると考

えられる．

企業に対する評価の仕方も,Schmalenbachの「本書の指導精神が共同利益にある」(Schmalen-

bach,1934:3,土岐訳1951:4)という言葉に照らせば， 「企業家の支出の中には算入せられず，

第三者または社会全体に転嫁ざれ且つそれらによって負担きれる」 (Kapp,1950:Preface,篠原

訳, 1959: i)ような社会的費用が発生する場合はマイナス評価となることが考えられる． 「国

民が得る効用の総計と費用の差額が最大化される」 （尾畑, 1999: 102)ことがプラス評価にな

るのではないかと考えられる．

ただ，共同経済的思考を主張したSchmalenbachの時代には，社会的観点からの会計実務は絶

無であった． しかし, 1970年代の公害問題から1990年代の環境問題へと世界的に問題が確認

されることに伴い，社会的観点からの物的・財貨的な表現形態をもつ報告書，換言すれば社会

的アカウンタビリテイが企業に求められるようになった（宮崎, 2016:9-10).

ここで, Sc伽alenbachの理論をもとに，地球温暖化がなお進行中という実際に問題が存在し

ている状況を論点として，環境保全の分権化がどのように成立しうるかを確認する．

2015年にフランス・パリで開催きれたCOP21において，気候変動に関する2020年以降の新

たな国際枠組みであるパリ協定(ParisAgreement)が採択された．パリ協定には，すべての国に

よる削減目標の5年ごとの提出・更新，各国の適応計画プロセスと行動の実施等が位置づけら

れている5．
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今回， 日本が国際的に約束した目標である「約束草案」の内容は， 「2030年に-26%(2013

年度比) (2005年度比では-25.4%)｣ (経済産業省産業技術環境局, 2015: 14)である6.

日本国内においては, 日本全体の温室効果ガス排出のうち大きな割合を占める産業部門と発

電部門（エネルギー転換部門）の排出削減対策は，おおむね日本経済団体連合会（経団連）の

自主行動計画に委ねられている．経済界の考えについて，経済産業省産業技術環境局環境経済

室「産業界の自主的取組について－自主行動計画・低炭素社会実行計画一」 （平成27年3月）

では次のように示されている7．

「・産業界においては, 1997年の「経団連環境自主行動計画」発表以降，各業界団体が自主的

に削減目標を設定し，その実現のための対策を推進．政府は，毎年度，関係審議会によるフオ

ローアップを実施．

・目標は，業界が自らの産業特性，技術導入余地等を踏まえて, CO2総量/CO2原単位／

エネルギー総量／エネルギー原単位の中から選定」 （経済産業省産業技術環境局環境経済室，

2015: 1).

このように，世界的な問題となっている温室効果ガスについては，各国が目標を定め， 日本

においては産業界が目標を設定する構図になっている． これはいわば, Scmalenbachの「共同

経済的思考」における分権化とも捉えられる．

温室効果ガスへの対応に関する国連の世界各国への分権化や， 日本国の産業界への分権化の

動きは，企業家の「私的経営成果」ではなく 「社会的観点からの経営成果」の測定を目指す

Schmalenbachの「共同経済的思考」を実現しつつあるとも考えられるのではないだろうか． ま

た， この分権化は，わが国産業界の日本国へのアカウンタビリテイと， 日本国の世界へのアカ

ウンタビリテイを伴うものとも考えられる．

小林が指摘するSchmalenbachの共同経済的生産性（共同経済的な物量的節約性）が物量的領

域では個別経済的な節約性と共同経済的な節約性とは矛盾しないこと（小林, 1968:7)と，尾

畑が指摘するSchmalenbachの共同経済的思考の核心が分権的管理にあるという点に照らせば，

温室効果ガスに関する環境（管理）会計においては，その達成度の測定・評価指標（及び方法）

も私的性格のものから社会的性格のものへと発展する可能性を孕んでいることになるのではな

いかと筆者は考える．

企業に求められる外部的アカウンタビリテイの内容が単に株主・債権者等への財務・会計的

説明責任に留まらず，消費者・地域住民等多様なステークホルダーからさらに国家への説明責

任へと， より社会的性格の強いものに発展すれば，企業の内部的アカウンタビリテイの内容

(それに係わる指標・尺度等） もまた， より社会的性格のものへと発展する可能性があると考

えられる．その可能性について，次の第3節で検討する．
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3．企業活動における環境保全（貢献）度という業績の測定・評価のた

めの管理会計的指標・尺度の性格規定

3.1環境保全度という管理会計的指標・尺度の種類と性格規定

経営目的に環境保全がある場合には，組織成員は内部的アカウンタビリテイを果たすために

環境保全のための取引や活動を排出物等の物量情報で表現する環境保全度指標を用いなければ

ならない． また，環境保全達成度という業績評価指標，及びその測定尺度としての物量情報

は，既述のようにASOBATの基準やそれ以前の1961年度管理会計委員会報告書で挙げられて

いる測定尺度の例である物的尺度（非貨幣的尺度）に適合している．

小林が物量的領域では個別経済的な節約性と共同経済的な節約性とは矛盾しない（小林，

1968:7) と指摘するSchmalenbachの共同経済的生産性（共同経済的な物量的節約性）では，企

業活動における環境保全（貢献）度という業績の測定．評価のための管理会計的指標．尺度の

基礎概念たり得るものとして，個別企業の原単位レベルでの節約性と総量レベルでの節約性ひ

いては共同経済的な節約性が挙げられた．筆者はそれを念頭に，以下で①総量指標，②原単位

指標，及び③企業利益目的と結びついた指標（企業利益絡み指標，環境効率）について検討

する．

本論文は，管理会計的指標・尺度の性格規定を目的としていることから，西澤による環境会

計に関連する環境パフォーマンス指標の論述を参照する．西澤は, ISO(JIS)14031の定義を引

用し「環境パフオーマンスとは， 自らの環境方針・目的及び目標に基づいて，組織が行う環境

側面の管理に関する，環境マネジメントシステムの測定可能な結果」 （西澤, 2009:51)である

とする．環境パフォーマンスを測定するための指標が環境パフォーマンス指標である． 「環境

パフォーマンス指標には，マネジメント情報（環境会計情報と環境会計情報以外の項目を含

む） とオペレーション指標と環境効率指標の3種類がある」 （西澤， 2009:51)．

環境省『環境報告ガイドライン2007年版』及び梶原によれば，先に述べた指標のうち，総量

はオペレーション指標であり，原単位と環境効率は環境効率指標である（環境省， 2007:27-29；

梶原, 2011: 126)8.

ここで，総量，原単位，環境効率それぞれの言葉の定義と環境保全度との関連を確認する．

総量とは，全体の数量，物量をいう．物量計算とは，物量的に表示きれた原価である物量

原価の計算のことをいう．生産管理においては物量計算が中心となる（中西, 1953: 14-15,

27-28)．物量計算は，財や労務の消費量を重視し，原価をその発生の根源において管理し，原

価能率を増進しようとする原価管理に役立つ（中西1953: 14-15)9.環境保全度との関連でい

えば，温暖化問題において究極的に重要なのはCO2総排出量という総量の増減である．

原単位は，製品’単位の製造に必要な材料の標準数量労働の標準時間数のような物量を意

味する（山邊, 1953:34). 「原単位は原価そのものではないが，原価の構成分となりうるもの

であり，そして原価の構成分となっている原単位は，原価管理のため重要な手段である」 （山

邊, 1953:44). この原単位を一定の尺度で数量計算することを原単位計算という．環境保全度

との関連でいえば，原単位による管理は，たとえば生産物l単位あたりの場合，生産量の増加

を阻害することなくCO2の排出を相対的に低減する活動ができるが，生産物，単位あたりの

CO2排出量が削減されても生産物量が増加すれば全体で排出きれるCO2の量は増加すること
になる．
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「環境効率という概念は， 1992年にWBCSD(WoddBusinessCouncilfbrSustainableBoard:持

続可能な発展のための世界経済人会議）により提唱されたもので， 〔製品もしくはサービスの

価値／環境影響〕で表わきれる．資源の効率的活用を通じ，環境影響や環境負荷の低減を目指

すための指標である．環境負荷量l単位当たりの付加価値や売上高等の値が用いられることが

多い」 （環境省, 2007: 108).WBCSDの提唱する「環境効率」は，付加価値や売上高等の値が

用いられることに関して， 「企業利益目的と結びついた指標（企業利益絡み)」と一致する．環

境保全度との関連でいえば，環境効率による管理は，たとえば環境負荷／売上高の場合，環境

負荷の総量に変化がないとしても売上高が増加すれば企業利益目的と結びついた指標（企業利

益絡み指標） という環境保全（貢献）度は改善されたことになる． また，環境負荷の総量が増

加したとしても，それ以上に売上高が増加すれば改善されたことになる．結果，環境負荷が絶

対的総量において減少しなくても環境保全（貢献）度は改善されたことになる．

これら3つの指標は，企業の活動が環境に与える影響や，環境への負荷，及びそれに係る対

策の成果を対象とするものであるが， 「環境経営の意味や内容については一義的な理解が形成

されているとはいいがたい」 （柿崎2001: 182) という指摘がある． また， 「環境問題を考える

とき，政府は企業をとりまく環境の一大構成要素である」 （堀内， 1995:49)．環境省が『環境

白書』で環境経営の類型について述べているのは『平成11年版環境白書』であり，平成12年

版以降では記載がない．そのため，柿崎の研究と『平成l1年版環境白書』をもとに，環境経

営の類型について整理する．

『平成ll年版環境白書』は，環境経営を企業が環境保全への取り組みを内部化していく動

き，製品やサービスも含めて環境への対応を企業の経営戦略や事業戦略の中で徐々に具体化す

る試みと位置づけ，環境経営の取り組み姿勢をタイプ1から4に分類している． タイプl :規

制対応型， タイプ2：予防対応型， タイプ3：機会追求型， タイプ4：持続発展型，である．そ

れぞれのタイプに応じた環境測定につながる指標があるはずであり，各タイプの取り組み業績

評価指標・尺度には，それぞれ違いがあるはずであるため，環境経営の取り組み姿勢における

特徴とタイプに応じた環境測定につながる指標の整理を試みる．

「タイプ1 ：規制対応型」の特徴として， 『平成11年版環境白書』は，政府の規制や関係者の

要望等を受け，受動的な形で環境保全に関する取り組みを行うことを挙げている． この特徴に

ついて考察する． 「エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下，省エネ法)」には，年平均

1%以上という消費エネルギーの原単位目標がある． しかし，原単位目標は効率値であり絶対

量ではない． 「規制対応型」が省エネ法に対応したとしても， 「50年に80％の温室効果ガス削

減」のような長期的総量目標を達成していくには「企業の温暖化対策における削減目標も『年

間当たり1.5％』以上と整合することが望ましい」 (WorldWideFundfOrN血ⅢeJapan,2014:9)

という指摘がある'0． 「規制対応型」は，法律や規制などが導入されたために，やむなく環境対

応する場合を意味し，企業の生産活動と比較し環境対応を重視する度合いが低いケースに該当

すると筆者は考える． このような受動的な対応や消極的な性格を特質とする「規制対応型」の

目標指標の例としては，現状，省エネ法の年平均1%以上という消費エネルギーの原単位目標

のような短期的な原単位目標指標が考えられる．

「タイプ2：予防対応型」の特徴としては，環境対策を事業活動のリスク対応として認識し，

事業者内部の環境管理体制の整備を行い，予防的な取り組みを行うことが挙げられている． こ

れは「環境対策を事業活動の危機対応として認識する取り組み」であり， 「環境保全を競争的

な優位性を獲得する機会とするものではない」 （柿崎, 2001: 185) とされる． この「予防対応
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型」では， 「環境対応が現時点での企業の収益性にどのような影響を与えるか」 （國部， 2010：

43）を考盧していることが考えられる． 「予防対応型」は環境対応を重視するが，それは対応

をしなかった場合に企業の収益性及び事業の継続性にマイナスの影響を及ぼすと判断するから

であり，その意味で受動的である． 「予防対応型」の目標指標の例としては， 「規制対応型」が

法や規制によりやむなく環境対応するのに対し，マイナスイメージによる企業の収益性の低下

を防ぐために環境対応を重視する姿勢があることを考慮すれば，短期的で実効性のある総量目

標指標が考えられる．

「タイプ3：機会追求型」の特徴としては，環境保全を事業者の経営戦略またはビジネスチャ

ンスとして捉え，エコビジネスを展開したり， より環境負荷の少ない製品の展開を図っていく

ことが挙げられている． また機会追求型は「環境保全が企業の競争力を脅かすというよりも，

企業の国際的な競争力を強化する機会とみなきれるという立場から理解される」 （柿崎， 2001：

182)． このような特徴をもつ機会追求型には， 「規制対応型」や「予防対応型」に比べ，収益

性と環境経営との対立がみられないと筆者は考える．機会追求型では「環境経営といえども，

より効率的な取り組みが求められる」 （柿崎2001: 186).そのため「事業環境が厳しい場合，

とくに企業規模の縮小，事業再構築や人員削減などの合理化が企業の存続を左右する場合に

は，先取り型環境経営を推進するためのスタッフや資金が削減されるという事態を招くことが

ある」 （柿崎, 2001: 184). 「機会追求型」は，経営目的として環境対応を重視するが，それは

企業の収益性にプラスの影響を及ぼすからである． 「規制対応型｣， 「予防対応型」に比べて積

極的経済的，企業利益目的優先的である「機会追求型」では利益達成度絡みの姿勢が重視き

れており， 「環境配慮と経営効率または利益達成度との関連状況」を表す指標である環境効率

目標指標が該当すると考えられる．

「タイプ4：持続発展型」の特徴としては，環境保全は企業の社会的責任でありかつ，持続可

能な企業経営のために必要不可欠なことであると捉え，事業活動全体における環境負荷の削減

を図っていくことが挙げられている． また柿崎は「持続発展型環境経営は，むしろ企業の経営

原理や経営理念に係わる経営のあり方として理解される」 （柿崎2001: 186)ことを指摘して

いる． 「持続発展型」は，長期的な経営活動に係わる「将来の経済への影響と環境を考慮して

行う意思決定」 （國部, 2010:44)に該当すると考えられる． 「持続発展型」は，環境対応を重

視するが，それは社会の収益性及び継続性にプラスの影響を及ぼし，結果として企業の継続性

にもプラスの影響を及ぼすからである． これらのことから， 「持続発展型」は長期的な総量目

標指標という社会的性格に係わるものをより意識していることが考えられる．

これら長期的，短期的な総量，原単位，利益達成度絡み（環境効率）の指標を，企業の環境

保全への取り組み姿勢と社会的有用性に関連付け， 『平成ll年版環境白書』に基づいてタイプ

分けすると，表lのように整理できる．

このような企業活動における環境保全（貢献）度という業績の測定・評価のための管理会計

的指標・尺度の性格規定を，次節でデータをもとに明確化する．

3.2業績とその測定・評価指標・尺度の私的性格から社会的性格への進展傾向

2017年1月23日に発表きれた， 日本経済新聞社による「第20回環境経営度調査」 （環境対

策を経営と両立させる取り組みを評価する調査． 2016年8月下旬からll月上旬に，上場・非

上場の有力企業，製造業1733社非製造業1429社を対象に実施，製造業396社，非製造業
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表l環境経営の取り組み姿勢と指標のタイプ分け

(社会的に求められている環境保全を基準とした場合）

↓↓ ↓↓ ↓

↓ ↓↓ ↓ ↓

出典：平成11年版環境白書，柿崎(2001: 185-186)をもとに筆者作成'’

261社が回答）の企業ランキングは，製造業1位がキヤノン， 2位が日産自動車， 3位がコニカ

ミノルタ， となっている． ランキング上位の企業内で設定されている目標指標の歴史的な流れ

が，傾向として企業利益目的と結びついた指標から， より環境保全という社会的な尺度に移り

つつあると確認できるかを検討する12.
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的責任と考え持

続可能な企業経

営の重要な要素

と位置づける．

タイプ3に比べ

て社会的有用性

重視.結果として

の企業利益確保．

タイプ別の環境

測定指標

短期的

原単位規制指標

短期的

総量規制指標

利益達成度絡み

(環境効率）

長期的

総量規制指標

指標の内容 原単位指標の肯

定的側面(生産物

の社会的効用）と

否定的側面(e X、

絶対量規制では

ないこと）との両

面

(省エネ法に基

づき原単位指標

とした)．

短期的で実効性

のある総量目標

指標．

企業活動による

環境負荷から生

ずる経営的危機

を予防する，

｢環境配慮と経

営効率または利

益達成度との関

連状況｣を表す指

標

経営目的として

環境対応を重視

するが,それは企

業の収益性にプ

ラスの影響を及

ぽすからである．

環境対応を重視

するが，

それは社会の収

益性及び継続性

にプラスの影響

を及ぼし，

結果として企業

の継続性にもプ

ラスの影響を及

ぽすからである．

社会的有用性へ

の影響

短期的に社会的

有用性(効用）に

マイナス及びプ

ラス

短期的に社会的

有用性(効用）に

プラス

短期的,長期的に

企業利益追求を

前提(優先）して

社会的有用性(効

用）を図る

長期的に社会的

有用性（効用）に

プラス
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現状では， これらランキング上位の企業内で設定きれている目標指標は，製品を売らなけれ

ばならないという企業としての要請もあって原単位が主流となっている．排出量取引制度（二

酸化炭素など温室効果ガスの削減目標を達成するため，国同士あるいは企業間で温室効果ガス

の排出量を取引する制度）における総量規制方式と原単位方式の比較をおこなっている加藤と

竹内は， 「排出量取引の制度設計において原単位方式が提案きれる背景には，経済活動に制約

を設けることそのものに対する抵抗や，規制によって大きな負担が発生する産業部門への配慮

があるものと推察きれる」 （加藤，竹内， 2012:34）ことを指摘している．

しかし， ランキング上位の企業がときとして目標指標に総量をうちだしている現状は，環境

を意識していることの反映ともみられる． ここに，原単位と総量という二面性がある状況を読

み取れるのではないかと筆者は考える．

なぜこのような状況にあるのかを省エネ法の歴史的経緯から確認する．省エネ法の歴史的概

要は’水野によれば次のようになっている． 「日本では，第二次世界大戦後の1947年に熱管理

規則（商工省）が制定され，それが1951年に熱管理法となった……．第二次石油危機直後

の1979年，熱管理法にかわり，…．．､省エネ法が制定され，……その後，省エネ法は，内外にお

けるエネルギー消費の著しい増加，大量のエネルギー消費が環境に及ぼす影響などを背景に改

正を重ね，今日に至っている」 （水野, 2012:41).

省エネ法の前身である熱管理とは，工場におけるエネルギー原単位の低下を追求する技術で

ある（小堀， 2006:40)．戦後復興期である「熱管理法制定当初は，……エネルギー節約による

コスト削減を通じた『輸出振興＝経済自立」を選択するしかないと考えられた」 （小堀， 2006：

65-66)．第二次世界大戦後の復興期には財貨や生活に有用なものが優先され，原単位指標によ

る管理で問題がなかったことが推察される．

その後，規模の経済が作用する工業化などの産業の発展や生活水準の向上により環境や健康

に目が向くようになったことと，環境問題の深刻化が契機となり，絶対量である総量指標が国

連でも取り上げられるようになった．企業がときとして目標指標に総量をうちだしているの

は， このような社会的状況を意識し，原単位指標による管理のみではいずれ限界を来すという

問題があると認識して，短期的なものから長期的なものへを念頭に原単位から総量へと指標を

変化させる必要性への判断が背景にあると筆者は考える． こうした状況に，原単位という生産

量が増加しなければという条件付きで環境負荷の低減につながる次善策的指標から，総量とい

うより確実な社会的目標指標へと向かっている傾向が表れていると推察される．

4． まとめ

本論文では，第1に社会的な成果をどのように測定し評価するかの前提的枠組みとして

Scmalenbachの共同経済的思考の核心である分権化概念を検討した．温室効果ガスへの対応に

関する国連の世界各国への分権化や， 日本国の産業界への分権化の動きは，企業の「私的経営

成果」ではなく 「社会的観点からの経営成果」の測定を目指すSchmalenbachの共同経済的思

考を実現しつつあると考えられる．温室効果ガスに関する環境（管理）会計においても，その

達成度の測定・評価指標（及び方法）が私的性格のものから社会的性格のものへと発展する可

能性を孕んでいると考えられることから，第2に企業活動における環境保全（貢献）度という
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業績の測定・評価のための管理会計的指標・尺度の性格規定，第3に業績とその測定・評価指

標・尺度の私的性格から社会的性格への進展の傾向について検討した．現状では，総量，原単

位，環境効率（企業利益絡み）という3つの指標があり，企業は原単位指標を使用しつつある．

しかし，相対的指標である原単位では絶対量の抑制は難しいことから，総量指標に企業の関心

が向きつつある傾向がみられた． このことから，総量指標は企業活動における環境保全（貢

献）度の社会的業績評価指標という，マクロ的管理会計指標ともいうべき側面をもつと考えら

れる．今後は， このマクロ的管理会計における業績評価指標の環境保全度版をモデルとして，

企業の社会的責任（経営理念）達成度評価といった大きな業績評価枠組みに展開できるのでは

ないかと考えている．
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注

1本論文では，情報の有用性は会計責任が果たされてからの問題であるという國部(1996;

2003）の考え方に基づいている．

2足立は，辻(1977)における「個人責任にかかわる『人の計算・測定｣」との管理会計の機能・

本質規定に基づき，個人アカウンタビリテイ ・システム概念を管理会計の機能・本質とし

た（足立, 1996:65).

3社会的な観点から会計の利益を見直す議論は，田中(2016)やGreeson-White(2011)において
も行われている．

4中村も次のように述べている「シュマーレンバッハは，その『共同経済的経済性』を後に

『共同経済的生産性』と置き換えている． しかし，それについてなんらの説明をも与えてい

ないからして，ほぼ同一の内容をもつべきものとして取り扱うことにする」 （中村, 1982:

268)．

5環境省「気候変動の国際交渉」 (2017年8月20日現在）

http:"www.env・gojp/e航Ⅳondanka/cop・html

6 「約束草案(intendedNationallyDetenninedContributions:mDC)……各国の目標は各国自ら
が定める『各国提案方式』が有効」 （環境省地球環境局国際地球温暖化対策室, 2016:8).

7経済産業省産業技術環境局環境経済室「産業界の自主的取組について－自主行動計画・低

炭素社会実行計画一（平成27年3月)」 （2017年8月19日現在）

http:"www.meti.gojp/policy/energy_environment/kankyou_keizai/va/

8 「オペレーション指標とは，事業活動を実施することに伴う環境負荷を捉える指標と定

義される．……．環境マネジメント指標とは，事業活動に係わる資源を管理・運用する手
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法・組織，事業者が実施する環境に関する社会貢献活動などに関する指標と定義きれてい

る． ……．経営関連指標とは，直接的な環境負荷を示すものではないが，事業活動の規模

や状況を理解し，単位製品・サービス価値当たりの環境負荷や単位環境負荷当たりの製品・

サービス価値を算出するに当たって用いることができるとされる.」 （梶原, 2011: 126).

9わが国の「原価計算基準」も，原価の本質の1つとして「原価計算は，原価の標準の設定，

指示から原価の報告に至るまでのすべての計算過程を通じて，原価の物量を測定表示する

ことに重点をおく」 （大蔵省企業会計審議会, 1962)ことを挙げている．

'0 日本はパリ協定を受けて地球温暖化対策計画で「50年に80%削減」の長期目標を盛り込ん

だ（日本経済新聞2016.ll.4).

'1 『平成ll年版環境白書』第1章第2節2「『モノjづくりを中心とした産業における取組」

(2017年8月19日現在)https:"www.env.go.jp/policy/hakusyo/hakusyo.php3?kid=211

'2 「環境配慮型業績評価システムを分析する場合， ともすれば業績評価の方法や，採用され

る環境パフォーマンス指標の内容及び測定方法に関心が集中する傾向がある． しかし，実

際には，指標そのものの選択と同じくらい，評価の基礎となる目標値の設定が重要である」

（國部, 2004: 141).
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